
千円 千円 千円

3,706,614 3,738,951 △32,337

3,620,503 3,649,858 △29,355

3,423,880 3,453,995 △30,115 基本料金及び従量料金

8,609 8,869 △260 給水装置の修繕等の受託工事による収入

188,014 186,994 1,020 下水道事務取扱等の収入

86,109 89,091 △2,982

108 105 3 預金利息の収入

780 975 △195 児童手当他会計補助金

393 570 △177 水道施設損傷弁償金その他の収入

84,828 87,441 △2,613 長期前受金戻入（減価償却）

2 2 0

1 1 0

1 1 0

千円 千円 千円

3,669,839 3,695,534 △25,695

3,548,345 3,562,342 △13,997

2,151,138 2,007,949 143,189

324,143 414,921 △90,778

14,327 15,091 △764

187,064 209,206 △22,142

168,420 206,003 △37,583 水道事業の総括的な管理に要する費用

670,914 683,072 △12,158 固定資産の減価償却費

32,339 26,100 6,239 固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗費

120,492 130,190 △9,698

68,141 76,876 △8,735 企業債及び一時借入金に対する支払利息

2,111 2,050 61 その他雑費用

50,240 51,264 △1,024 消費税及び地方消費税

2 2 0

1 1 0

1 1 0

1,000 3,000 △2,000

1,000 3,000 △2,000

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

総 係 費

予 備 費

配水管等浄水の配水に係る設備及び給水装置に付属す
るメータその他の設備の維持に要する費用

配 水 及 び 給 水 費

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

水道料金の調定及び収納に要する費用

受 託 工 事 費

消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

資 産 減 耗 費

３

予 備 費

２

２

特 別 損 失

営 業 外 費 用

３

２

１ 過 年 度 損 益 修 正 損

前年度予定額 比 較 増 減

業 務 費

固 定 資 産 売 却 益

雑 収 益

４

３

１

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

水 道 事 業 費

３

１

他 会 計 補 助 金２

比 較 増 減 備　　　　　　　考

そ の 他 営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

１

７

３

２

１

款　･　項　･　目

給 水 収 益

１

支　　出
備　　　　　　　考

取水及び給水に要する動力費並びに取水配水施設の維
持に要する費用

給水装置の新設、改造増設、撤去、修繕等の受託工事
に要する費用

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益１

２

受取利息及び配当金

１

本年度予定額

収　　入

収益的収入及び支出

平成31（2019）年度　武蔵野市水道事業会計　予算実施計画

款　･　項　･　目

１

２

１

６

５

４

３

２

１

４

本年度予定額 前年度予定額
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千円 千円 千円

72,301 48,325 23,976

1 1 0

1 1 0 不用固定資産の売却代金

72,300 48,324 23,976

72,300 48,324 23,976 消火栓移設等その他の受託工事等に伴う工事負担金

千円 千円 千円

1,002,920 855,999 146,921

684,501 543,998 140,503

91,998 57,607 34,391 水道施設改良工事に要する費用

460,555 362,479 98,076

124,053 114,823 9,230 水源施設及び浄水場改良工事に要する費用

7,895 9,089 △1,194 資産購入に要する費用

317,419 311,001 6,418

317,419 311,001 6,418 企業債年賦償還本年度元金償還額

1,000 1,000 0

1,000 1,000 0

原 水 及 び 浄 水 施 設
改 良 工 事 費

営 業 設 備 費

固 定 資 産 売 却 代 金

負 担 金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

事 務 費

配 水 施 設 費

１

１

４

３

２

１

１

款　･　項　･　目

配水管、補助管等の新設及び改良に要する費用並びに
消火栓の新設等受託工事に要する費用

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考

備　　　　　　　考本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

資 本 的 収 入

支　　出

款　･　項　･　目

資本的収入及び支出

収　　入

１

１

予 備 費３

企 業 債 償 還 金２

建 設 改 良 費１

資 本 的 支 出１

固 定 資 産 売 却 代 金１

負 担 金２

水道事業会計
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 10,220

　　　減価償却費 670,914

　　　資産減耗費 32,339

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 2,926

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 56,029

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 989

　　　長期前受金戻入額 △ 84,828

　　　受取利息及び受取配当金 △ 108

　　　支払利息 68,141

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 180,006

　　　未払金の増減額（△は減少） 197,858

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 11,533

　　　　小計 643,053

　　　利息及び配当金の受取額 108

　　　利息の支払額 △ 68,141

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 575,020

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 630,555

　　　補助金、負担金等による収入 72,094

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 558,461

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 317,418

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 317,418

資金増減額（△は減少） △ 300,859

資金期首残高 1,544,119

資金期末残高 1,243,260

平成31（2019）年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（平成31（2019）年４月１日から平成32（2020）年３月31日まで）
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１　総 括 （千円）

一般職（人）

（１）
５
（１）
20

（2）
4
（2）
22

（△１）
1

（△１）
△ 2

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

（千円）

　　　種別 扶　養 地　域 住　居 管理職 通　勤 超過勤務 特殊勤務 管理職員特 期末勤勉 児　童

区分 手　当 手　当 手　当 手 　当 手　当 手    　当 手　   当 別勤務手当 手 　   当 手　当

本年度 1,512 16,803 1,080 4,204 2,576 5,497 162 88 53,537 1,500 86,959

前年度 3,492 18,392 1,260 5,132 3,300 8,008 162 108 55,111 1,680 96,645

比　 較 △ 1,980 △ 1,589 △ 180 △ 928 △ 724 △ 2,511 0 △ 20 △ 1,574 △ 180 △ 9,686

なお、平成31（2019）年度において、退職手当として56,029千円を支給するため、退職給付引当金56,029千円を使用する。

△ 7,325

305

△ 7,020

12,300

0

12,300

△ 887

25,404

106,310

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

合　　　　　計

合　　　　　計

　　職員手当等の内訳

本
年
度

比

較

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法 定 福 利 費 合         計
給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

区           分
職 員 手 当 等給　　　料 計報　　酬

職　員　数

特別職（人）

185,06032,50867,55873,58111,413

55,629

18

240,689

205,837

10,519

43,027

35,88076,751

86,959

19,40125,709

99,290

80,906

0

11,413

54,661

260,498

△ 20,777

968

△ 19,809△ 2,216

152,552

45,110

197,662

169,957

45,298

215,255

△ 17,405

△ 188

△ 17,593

9,363

45,243

△ 493

△ 9,193

96,645

19,894

△ 3,372

1,156

武蔵野市水道事業給与費明細書

計

0

△ 887

4 15

0

4

3

0

3

△ 31

0

1 △ 9,686
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額
千円 千円 千円

給    料 △ 7,020 給与改定に伴う 0
増減分

昇給に伴う 1,082
増加分

昇給期 職員数

７月 7人

その他の増減分 △ 8,102

区　　分 その他 　　　計

人 人

　増減事由別内訳 　説　　　　　明

職員数の異動状況

昇給期別職員数

在職する職員

備　　　　　　　　　　　　　　　　考

前年度

比　 較

　　24

　　　　△3

　　24

　　　△3

本年度 　　21 　　21
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区　　分 増減額
千円 千円 千円

職員手当等 △ 9,686 制度改正に伴う △ 1,574 期末勤勉手当 △ 1,574

増減分 本 年 度 前 年 度

千円 千円

冬

その他の増減分 △ 8,112 扶養手当 △ 1,980
地域手当 △ 1,589 本 年 度 前 年 度

住居手当 △ 180 子 千円 千円

管理職手当 △ 928 特定期間の子加算額 1,512 3,492
管理職員特別勤務手当 △ 20 その他

特殊勤務手当 0
超過勤務手当 △ 2,511 16,803 18,392

通勤手当 △ 724
児童手当 △ 180

1,080 1,260

 部長・担当部長

    　 102,800円

 課長・担当課長

        84,000円

162 162

5,497 8,008

  交 通 機 関 等 利 用

交通用具利用
（自動車・自転車）

３歳未満　
３歳以上小学校修了まで
（第１子、第２子）

３歳以上小学校修了まで
（第３子以降）

小学校修了後中学校修了まで

扶
養
手
当

9,000 円

4,000 円

 6,000 円（課長級職員3,000 円）

15,000円

児
童
手
当

10,000円

88 108

部長及び部長相当職

35歳未満で賃貸住宅に居住する世帯
主、または世帯主に準ずる者
     　　　　15,000円

管
理
職
手
当

参事   93,500円

4,204 5,132

課長及び課長相当職 副参事 75,100円

地　域　手　当

16

100
（給料+扶養手当+管理職手当）×支給率

通
勤
手
当

６か月定期等

部長職12,000円（平日深夜6,000円）

特　殊　勤　務　手　当 ２種類　

超  過  勤  務  手  当

住　居　手　当

管理職員特別勤務手当
課長職10,000円（平日深夜5,000円）

2,576 3,300
距離に応じて支給

15,000円

10,000円
1,500 1,680

種　　　別 支  　給  　額  　等
 金 　　額 

53,537 55,111

2.375 月

　増減事由別内訳 　説　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

種　　　別 支  　給  　額  　等
 金 　　額 

期
末
勤
勉
手
当

夏 2.225 月
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３　給料及び職員手当等の状況

 （１）職員１人当たり給与　

 （２）初　任　給

大　学　卒

144,600円

156,100円

182,700円

142,000円144,600円

156,100円

事 務　・ 技 術 職区   　　　分 技 能 労 務 職

高　校　卒

短　大　卒

区

平　均　年　齢

383,620円

平均給料月額

分

403,240円

501,770円

平成29年11月１日現在

平成30年11月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均給与月額

平　均　年　齢

事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

51歳02月

481,600円

52歳01月

142,000円

182,700円

一  般  行  政　職

一  般  会  計  の  制  度

技  能  労  務　職
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 （３）級別の標準的な職務内容及び級別職員数

級 級

　部長の職務又はこれに相当する職務 ５級 2 人 10.0 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ４級 2 10.0

　課長補佐の職務 (0) (0.0)

　係長又は主査の職務 11 55.0 ３級 0 0.0

　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能 (1) (100.0) (0) (0.0)

　又は経験を必要とする業務を行う職務 4 20.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

1 5.0 0 0.0

(1) (100.0) (0) (0.0)

20 100.0 0 0.0

　部長の職務又はこれに相当する職務 ５級 2 人 9.1 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ４級 3 13.6

　課長補佐の職務 (0) (0.0)

　係長又は主査の職務 11 50.0 ３級 0 0.0

　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能 (2) (100.0) (0) (0.0)

　又は経験を必要とする業務を行う職務 4 18.2 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

2 9.1 0 0.0

(2) (100.0) (0) (0.0)

22 100.0 0 0.0

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

平成29年11月１日現在

３級

２級 ２級

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と
　する業務を行う職務
　技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

１級 １級

計

区　　　　　　　　　分
構成比

技　能　労　務　職

平成30年11月１日現在

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と
　する業務を行う職務
　技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

１級１級

職員数構成比

事　務　・　技　術　職

２級

標　準　的　な　職　務　内　容

３級

２級

職員数

計
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(４）特殊勤務手当

0.16 ％ 　％

0 ％ 　％

危険業務手当、緊急出動手当

（５）期末手当･勤勉手当

(1.125) 月分 (1.275) 月分 (2.40) 月分

2.225 2.375 4.60

(1.100) (1.250) (2.35)

2.175 2.325 4.50

(1.125) (1.275) (2.40)

2.225 2.375 4.60

（６）定年退職及び勧奨退職(特例退職）に係わる退職手当

　　区　　　　　分 退職時特別昇給

月分 月分 月分 月分

支 給 率 等 なし

一般会計の制度

( 支 給 率 等 ） なし

備　　　　　考

技　能　労　務　職

備　　　　　　　　考

　　　特例措置

有

　　　（２％～20％加算）

　　　定年前早期退職

　　　特例措置

　　　（２％～20％加算）

有

　その他の加算措置等

　　　定年前早期退職

43.0

43.0

35年勤続の者 最高限度

事　務　･　技　術　職

0.16

0

支　給　率　計

全　　　職　　　種

　職制上の段階、職務の
　級等による加算措置

有

区　　　　　　　　　　　　　分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率（平成30年11月１日現在）

支給対象特殊勤務手当の名称

20年勤続の者 25年勤続の者

６月 12月

支　給　期　別　支　給　率

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区　　　　分

※ （ ） は 再 任 用 職 員 の 支 給 率

43.0

43.0

30.5

30.523.0

23.0
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 （７）その他の手当

     区                      分    一般会計の制度との異同     差    異    の    内    容

     扶     養     手     当          同               一

     地     域     手     当          同               一

     住     居     手     当          同               一

     通     勤     手     当          同               一
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（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

264,112 91,169

ハ 23,300,484

10,510,092 12,790,392

ニ 4,437,895

2,860,595 1,577,300

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 123,260

116,573 6,687

14,688,100

(2)

イ 73

ロ 2

75

14,688,175

２

(1) 1,243,260

(2) 875,567

4,700 870,867

(3) 14,390

2,128,517

16,816,692

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

平成31（2019）年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成32（2020）年３月31日）

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
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（単位　千円）

３

(1)

イ 2,437,011

2,437,011

(2)

イ 318,899

318,899

2,755,910

４

(1)

イ 321,133

321,133

(2) 623,138

(3)

イ 15,881

15,881

(4) 139,977

1,100,129

５

4,033,419

2,168,653

1,864,766

5,720,805

６ 7,692,513

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 317,418

ロ 1,898,825

ハ 1,160,445

ニ 10,220

3,386,908

3,403,374

11,095,887

16,816,692

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1) 3,145,985

(2) 8,375

(3) 173,182 3,327,542

２

(1) 1,975,514

(2) 301,423

(3) 14,061

(4) 173,010

(5) 165,019

(6) 670,914

(7) 32,339 3,332,280

△ 4,738

３

(1) 108

(2) 780

(3) 383

(4) 84,828 86,099

４

(1) 68,141

(2) 2,000 70,141

５ 1,000 1,000 14,958

10,220

６

(1) 1

(2) 1 2

７

(1) 1

(2) 1 2 0

10,220

0

0

10,220

営 業 費 用

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

前年度繰越利益剰余金

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 損 失

平成31（2019）年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（当年度分）

（平成31（2019）年４月１日から平成32（2020）年３月31日まで）

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 134,880

　　　減価償却費 683,072

　　　資産減耗費 26,100

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4,772

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 73,087

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,119

　　　長期前受金戻入額 △ 87,441

　　　受取利息及び受取配当金 △ 109

　　　支払利息 76,876

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 375,030

　　　未払金の増減額（△は減少） 136,514

　　　　小計 514,884

　　　利息及び配当金の受取額 109

　　　利息の支払額 △ 76,876

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 438,117

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 461,037

　　　補助金、負担金等による収入 42,990

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 418,047

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 311,001

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 311,001

資金増減額（△は減少） △ 290,931

資金期首残高 1,835,050

資金期末残高 1,544,119

平成30（2018）年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（前年度分）

（平成30（2018）年４月１日から平成31（2019）年３月31日まで）

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

257,645 97,636

ハ 22,709,862

9,981,394 12,728,468

ニ 4,430,000

2,724,958 1,705,042

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 123,260

116,462 6,798

14,760,496

(2)

イ 73

ロ 4

77

14,760,573

２

(1) 1,544,119

(2) 695,561

7,626 687,935

(3) 3,157

2,235,211

16,995,784

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

平成30（2018）年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成31（2019）年３月31日）

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
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（単位　千円）

３

(1)

イ 2,758,144

2,758,144

(2)

イ 374,927

374,927

3,133,071

４

(1)

イ 317,418

317,418

(2) 425,280

(3)

イ 16,870

16,870

(4) 139,978

899,546

５

3,961,325

2,083,825

1,877,500

5,910,117

６ 7,692,513

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 311,001

ロ 1,898,825

ハ 1,031,982

ニ 134,880

3,376,688

3,393,154

11,085,667

16,995,784

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1) 3,116,156

(2) 7,310

(3) 172,868 3,296,334

２

(1) 1,814,394

(2) 318,277

(3) 12,615

(4) 164,908

(5) 153,525

(6) 683,072

(7) 26,100 3,172,891

123,443

３

(1) 109

(2) 810

(3) 513

(4) 87,441

(5) 721 89,594

４

(1) 76,876

(2) 1,281 78,157 11,437

134,880

134,880

0

0

134,880

平成30（2018）年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成30（2018）年４月１日から平成31（2019）年３月31日まで）

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

雑 収 益

引 当 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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水道事業会計

注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 先入先出法による原価法による。 

 ２  固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く。） 

(1) 減価償却の方法 

    有形固定資産 定額法による。 

    水道事業の取替資産（メータ） 取替法による。 

(2) 主な耐用年数 

    建物         10～ 50年  

    構築物       10～ 60年  

    機械及び装置    10～ 20年  

    メータ         ８年  

    車両及び運搬具   ３～５年 

    工具器具及び備品  ２～５年 

 ３  引当金の計上方法 

(1) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不

能見込額を計上している。 

(2) 賞与引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

(3) 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の

要支給額に相当する金額を計上している。 

    なお、一般会計が負担すると見込まれる退職手当に係る引当金の計

上はしていない。 

 ４  消費税及び地方消費税の会計処理 

   税抜方式によっている。 

Ⅱ セグメント情報の開示 

 １  報告セグメントの概要 

   当企業は、水道事業のみを運営しているため、「水道事業」のみを報

告セグメントとしている。 
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 ２  報告セグメントの営業収益等 

   当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略してい

る。 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

 １  リース取引の処理方法 

(1) リース料総額が300万円超のファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

(2) リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

    なお、リース取引開始日が平成26（ 2014）年３月31日以前のリース

取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 ２  リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

Ⅳ 予定貸借対照表に関する注記 

  引当金の取崩しに関する事項 

(1)  賞与引当金の取崩し 

    平成 30（ 2018）年度において期末勤勉手当６月分（法定福利費を含

む ） と し て 23,131千 円 を 支 給 す る こ と と な っ た た め 、 賞 与 引 当 金

18,268千円を取り崩し、平成31（ 2019）年度において29,259千円を支

給することとなったため、賞与引当金16,870千円を取り崩した。 

(2)  退職給付引当金の取崩し 

    平成 30（ 2018）年度において退職手当として73,087千円を支給する

こととなっ たため 、退職給付 引当金 73,087千円を取り 崩 し、平成 31

（ 2019）年度において56,029千円を支給することとなったため、退職

給付引当金56,029千円を取り崩した。 

(３)  貸倒引当金の取崩し 

    平成 30（ 2018）年度において債権の不納欠損による損失 4,772千円

を処理するため、貸倒引当金4,772千円を取り崩し､平成31（ 2019）年

度において損失4,699千円を処理するため、貸倒引当金4,699千円を取

り崩した。 

Ⅴ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項なし 
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